企　画　提　案　書
	法人名又は共同企業体名
	

	企画提案名
「川崎市国際交流センターホテル・レストラン内ホテル・旧レストランスペース借受者公募」
に関する企画提案書

	※ 記載にあたっての注意事項
１　記載欄を適宜拡張して使用してください。項目ごとについて、別紙とすることも可とします（ﾀﾃ置き・ﾖｺ置きいずれも可）。ただし、別紙も含め、全てＡ４判で作成し、４０ページ以内とします。（パワーポイント等での作成、図・表を用いても構いません。）
２　原則として本様式に記載された項目についての提案や必要項目を記入し、項目の内容、順序の変更や注意事項も含めた記載事項の削除をしないでください。また、記載できない又は該当がない項目がある場合でも「記載できない」又は「該当がない」旨を記入し、項目は削除しないでください。本様式に記載の項目以外で特記すべき項目がある場合は追加しても差し支えありませんが、その場合は本様式記載項目の最後から順次追加してください。
３　各頁については、頁番号を中央下部に記載してください。
４　審査にあたってのプレゼンテーションでは、原則的に本提案書に沿って説明いただきます。
Ⅰ　事業主体に関する事項
　(1) 提案者のホテル・レストランにかかる運営実績。また、この内、行政機関との間で、指定管理、業務委託、賃貸借などにより、運営している実績の有無とその運営形態についても併せて記載してください。
※ 実績には次の内容を必ず記載してください。

　　　・施設名、所在地

　　　・施設の延床面積

　　　・業務内容

　　　・期間
　(2) 施設運営にかかる理念や方針
(3) 提案者の財務状況について
※ 提案者の財務状況が明らかになるよう資本金等及び最近３事業年度の貸借対照表、損益計算書等の内容、推移及び自己評価を分かりやすく簡潔に記載してください。
（共同企業体の場合は構成員すべての財務状況について記載してください）
Ⅱ　事業・収支計画に関する事項
※ 施設運営に関する現状の認識や、基本的な考え方・提案内容の特徴等について、次に掲げる項目に沿って簡潔に記載してください。
※ 収支計画については、様式８－２を使用してください。
　(1) 顧客ターゲット設定に基づくマーケティングコンセプト
　　○国際交流センター利用拡大に向けた取組があれば、ここに記載してください。

　(2) マーケティングコンセプトに基づくサービス内容とその実現に向けた業務執行体制
　　○ホテルの料金設定
　　○ホテルの営業日

　　○ホテルのサービス内容

　　※ホテルについては、どのようなアメニティを導入するか、などについて記載してください。

　　○ホテルの人員配置体制

　　○ホテルの利用者見込み

　　○外国人利用者への対応

　　※ホテルの名称について提案がある場合は、ここに記載してください。

　
(3) マーケティングコンセプトに基づく施設整備方針
　○施設整備方針の基本的な考え方

○新たな造作、設備、備品を導入するための費用の総額　　　　　　　　　　円

　○新たな造作、設備、備品を導入する提案をする場合は、その内訳と内訳ごとの費用、実施時期（例：契約当初、契約後１年経過後など）
　※費用の記載にあたっては、概算額の記載も可としますが、新たな造作、設備、備品を導入する提案をしない場合は、「０円」と記載してください。

(4) 利用者増加に向けた取組
　※利用者増加に向けた具体的取組を記載してください。

※利用者ニーズの把握方法やそのニーズを事業に反映させる仕組みなども記載してください。
　※ホテル事業に関連するサービス向上につながる事業を提案する場合は、ここに記載してください。
　※旧レストランスペースを活用した利活用の提案については、ここに記載してください。
(5) 収支計画の妥当性
　※収支計画作成にあたって、どのような考え方や根拠に基づいて作成したか、説明を記載してください。
Ⅲ　施設の維持管理に関する事項
　(1) 維持管理の考え

　　※維持管理、修繕及び更新に関する基本的な考え方や方針を記載してください。

　　※維持管理、修繕及び更新に関する基本的な考え方や方針に基づいて、実際にどのような取組を行うのか具体的に記載してください。

　(2) 維持管理費用の確保
　　○維持管理費用の上限額　　　　　　　　　　　　円

　　※借受者が負担する維持管理費用の上限額は、公募要領において３００万円としていますが、これよりも高い金額を提案する場合は、その金額（消費税額及び地方消費税額を含む。）を記載してください。公募要領よりも高い金額を提案しない場合は、３００万円と記載してください。
　　 ※維持補修財源をどのように確保するかについても併せて記載してください。
Ⅳ　借受条件に関する事項

  (1) 基本貸付料（消費税及び地方消費税を含まない額）
　　 ○月額　　　　　　　　　　　　　円

  (2) 従量貸付料

　　 ○年間施設売上（消費税及び地方消費税を含む額）の　　　％に相当する額
  (3) 基本貸付料と従量貸付料の合計見込み額
（基本貸付料は(1)の金額を１２倍した金額で計算してください。）
　　 ○令和８年度　　　　　　　　　　　　　円
　　 ○令和９年度　　　　　　　　　　　　　円
　　 ○令和10年度　　　　　　　　　　　　　円
　　
  (4) 上記(1)～(2)の算定にあたっての考え方
　　（様式８－２において、収入と支出の見込みを記載していただきますが、どのような見込みで金額を算出したのか、また、それを受けて、どのような考え方で基本貸付料及び従量貸付料の額を設定したのかを記載してください）
Ⅴ　トラブル対応等その他の事項
　(1) トラブル対応

　　 ○利用者等からの苦情や要望への対応方針
　　 ○トラブルの未然防止策及び発生時の対応策

　　 ※リスク回避のため募集要領に示した保険よりも保障が厚い保険医加入する場合は、ここに記載してください。
　(2) 地域貢献

　　※地域と一体となった活動に対して提案がある場合は、ここに記載してください。

※災害時における市への協力について提案がある場合は、ここに記載してください。
　(3) 行政（貸付人）への協力
　○個人情報保護及び情報開示の取組
　○市に提出する事業報告書の様式の概要
　※借受者が市に報告する項目は、公募要領において記載していますが、それ以外にも報告する項目を追加する提案がある場合は、ここに記載してください。



（様式８－１）
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